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Market for Eastern and Southern Africa: COMESA）、東アフリカ共同体（East African Community: EAC）、
南部アフリカ開発共同体（Southern African Development Community: SADC））を統合し「カイロか
らケープまで」を含む広域自由貿易地域（Tripartite Free Trade Area among the COMESA, EAC and 
SADC: TFTA）をスタートさせる基本協定が採択されたことである。もう一つは、アフリカ大陸大
の自由貿易地域（Continental Free Trade Area: CFTA）形成に向けた正式交渉の開始が宣言されたこ
とである。これらの合意をてこに、アフリカの経済統合の加速化が期待されている。 
アフリカが大陸内での経済統合を推進し始めたのは、世界的に自由貿易協定（ free trade 
agreement: FTA）や経済連携協定（economic partnership agreement: EPA）が急増する 1990年代以前












摘されてきた（Tanyanyiwa and Hakuna 2014, 112-13、Muuka, Harrison and McCoy 1998 など）。しか
し、経済統合を支えている制度自体についてはあまり議論されてこなかった。本稿は、アフリカ
における経済統合過程が抱える制度的な問題点を明らかにし、克服すべき課題を検討することを





難に対して TFTA がどのような対応をしているのかについて考察する。 
 
                                                   
1 アフリカの域内貿易比率は 2015 年時点で 15.7%（うちサブ･サハラ以南のアフリカで 18.7%）となっており、ヨ
ーロッパの 66.2%、アジアの 61.4%、アメリカの 47.8%と比べて低いレベルにとどまっている（UNCTADのデー
タベース STAT に基づく）。 
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年にはパン・アフリカニズムを基礎にアフリカ合衆国構想が主張され［片岡 2013, 133］、1963 年
にはこの構想が原動力となって経済統合を目的の一つに掲げるアフリカ統一機構（Organisation of 
African Unity: OAU）が設立された。それ以降、経済統合はアフリカの経済発展戦略の一つとして
常に意識されてきた。例えば OAU が 1980 年に発表したラゴス行動計画（Lagos Plan of Action）で
は、ヨーロッパ経済共同体（European Economic Community: EEC）になぞらえたアフリカ経済共同
体（African Economic Community: AEC）の設立が提唱され、1991 年に採択された AEC 設立条約
（1994 年発効、通称アブジャ条約）では、アフリカ大での経済統合の詳細なロードマップが提示








表 1 アブジャ条約における経済統合のロードマップ 
 
 実現目標年 実施内容 
ステージ 1 1999 年まで 各地域における地域経済共同体設立 
ステージ 2 2007 年まで 各地域経済共同体における分野別協力の強化と活動の調和 
ステージ 3 2017 年まで 各地域経済共同体における自由貿易地域／関税同盟の形成 
ステージ 4 2019 年まで 
アフリカ大陸大の関税同盟結成に向けて、関税・非関税制度
の調和化 
ステージ 5 2023 年まで アフリカ大陸大の共同市場の設立、共通政策の実施 
ステージ 6 2028 年まで* アフリカ大陸大の経済・通貨同盟と議会の設立 
（出所）アブジャ条約第 6条、および AfDB［2014, 9］などにより作成。 
（注＊）アブジャ条約の発効から 40 年を超えないという条件があるため、遅くとも 2034 年までにはステージ 6 を
完了しなければならない。 
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ラ諸国国家共同体（ Community of Sahel-Saharan States: CEN-SAD ）や政府間開発機構
（Intergovernmental Authority on Development: IGAD）は域内の経済協力を進めている段階であり（ア




表 2 主要地域経済共同体の経済統合進捗度合 
 
名 称 
 ステージ１ ステージ２ ステージ 3 ステージ外 
加盟国数 設立年 活動調和 分野協力 
自由貿易 
地域 
関税同盟 共同市場 通貨同盟 
アラブ・マグレブ 
連合（AMU） 







24 1998 ✔ ● × × × - 
東南部アフリカ市場 
共同体（COMESA） 


















15 1975 ✔ ✔ ✔ ✔ × × 
政府間開発機構 
（IGAD） 
8 1996 ✔ ● - - - - 
南部アフリカ 
開発共同体（SADC） 










                                                   
2 残りの六つの地域経済共同体は、①同じ地域に存在するより大きな地域経済共同体に包摂されるもの、例えば
SADC に包摂される SACU、ECOWAS に包摂される西アフリカ経済通貨同盟（Union Economique et Monétaire 
Ouest-Africaine: UEMOA）、②主要な目的が経済統合というよりも地域の安定やインフラの共同整備といった経
済協力となっているもの、例えば西アフリカのマノ川同盟（Mano River Union: MRU）や東アフリカの島嶼国で
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上述したように、2015 年 6月、これら八つの地域経済共同体のうち COMESA、EAC、SADC の
三共同体が広域自由貿易地域（TFTA）の形成に向けて第一歩を踏み出した。アブジャ条約では、
ステージ 3 までは地域経済共同体レベルで、ステージ 4 以降はアフリカ大陸レベルでの経済統合



























ルール・ベースの自由化といえる［Erasmus 2011, 22; Jordaan 2014, 527］5。例えば COMESA 協定
は 36 章 195条で構成され、北米自由貿易協定（North America Free Trade Agreement: NAFTA）に比
べれば詳細度は低いが、ASEAN の貿易自由化を最初に規定した ASEAN 自由貿易地域（ASEAN 
Free Trade Area: AFTA）を形成するための協定（以下、AFTA 協定）と比べると、かなり細かい規
律を含んでいる。しかし、ルール･ベースの自由化でありながらアフリカの経済統合が規定通りに
進まないのは、自由化の実施段階において各国の裁量が容認されているからである［Desta, Geboye 
and Hirsch 2012, 134］。 
                                                   
4 CFTA形成の道筋として、まず TFTAを核とし、その上で TFTAに参加していない ECOWAS、CEN-SAD、ECCAS、
AMUが①TFTAに対応するような広域 FTAを形成したうえで、最終的に TFTAと統合する、もしくは②それぞ
れが直接 TFTAに参加する、などのアイディアが出されている。 
5 EAC の経済統合は EAC設立条約を基礎に関税同盟設立議定書に基づいて実施されており、詳細規定として原産
地規則やセーフガード、紛争解決などに関する規則が附属書として採択されている。また COMESAは COMESA
設立条約や関税同盟に関する理事会規則、SADC は SADC貿易議定書を基礎としている。 
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例えば SADC の場合、目標期限であった 2008 年に域内貿易の 85%が自由化されたとして、セ
ーシェル、アンゴラ、コンゴ民主共和国を除く 12 か国での自由貿易地域がスタートした6。残り
の 15%はセンシティブ品目に指定されていたが、多くの国で当初の目標どおり 2012 年までに関税
が撤廃された。ただし、マラウィは通常品目の関税削減が遅れており、SADC 貿易議定書が設定
した自由化期限（2008 年）を越えてもなお達成できていないし、ジンバブウェもセンシティブ品
目の自由化期限である 2012 年に間に合わず、2 年遅れの 2014 年に引き下げが実現した。また、
モザンビークも南アフリカからの輸入を自由化したのは 2015 年である。しかし、こうした加盟国
による自由化措置の実施の遅れは「柔軟性（flexibility）」の範囲内として認められ、不履行に対す
るペナルティが課されるわけではない。さらにジンバブウェは 2012 年 1月に一部の製品に対して
25%の輸入付加税を導入したり、同年 11 月に鶏肉に対する関税の課税形態を変更するなど、実質
的な関税引き上げを実施している。SADC 貿易議定書は発効時の水準よりも高い輸入税の導入を












（Statement of Bold Measures）」の中で ASEAN 先進 6 か国7の関税引き下げ目標期限を 2003 年から
2002 年に 1年前倒しているが、この前倒しについては「with flexibility」という文言が付加されて
おり、各国の取り組みに対して自由裁量が認められた［箭内 2002, 78］。しかし、ASEAN における
柔軟性は異なるタイムフレームを制度として導入している点でアフリカにおける柔軟性とは異な






                                                   
6 セーシェルは 2004 年 7 月～2008 年 8月まで SADC を脱退していたため、SADC 自由貿易地域への参加が遅れて
いたが、2015 年に関税品目全体の 91.2%の関税を撤廃し、SADC 自由貿易地域に参加した。 


































にみる意見が多かった。しかし、2000 年に保障調整措置11を導入し、さらに 2004 年には紛争解決
手続きを強化することにより、貿易自由化の履行確保を制度的にバックアップする体制を整えて
きた。 





10 そもそも、紛争解決に関する議定書が締結されたのは AFTAのスタートよりも 3年遅い 1996 年である。 
11 ASEAN 加盟国が、非常に困難な状況に直面していることを理由に AFTA 協定の下での自由化を一時的に留保
する際、それによって他の ASEAN諸国が実際に被る、あるいは被ると予想される損害を補償しなければならな
いとする制度［箭内 2002, 81］。 
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されている［Gathii 2011, 265-267; Oppong 2011, 117-164］。まずは裁判官の独立の問題である。
COMESA、EAC、ECOWAS、SADC のいずれの場合も裁判官の任命はメンバー国の首脳によって





条約と関連文書が規定する活動領域全体に対して裁判管轄権を有しており（SADC 条約第 6 条）、
個人も裁判所に提訴することができる（2000 年の SADC 裁判所に関する議定書第 15 条）。2007 年
以降に提訴されたジンバブウェにおける人権関連の一連の事件に関して、SADC 裁判所はジンバ
ブウェの国家責任を認める決定を行ったが、ジンバブウェ政府は SADC 裁判所の管轄権を否定し、
決定の履行を拒否している。こうした事態を受け、2010 年に SADC 裁判所の活動は事実上の停止




加国であり、2000 年 11 月、COMESA 条約の規定に基づいて域内からの輸入関税を撤廃した
（COMESA 条約第 46 条 1 項）。しかし翌 2001年 11月にモーリシャス政府はエジプトからの一部
製品に対して 40%の関税を課した。モーリシャスの塗料会社 Polytol Paint はエジプトから塗料を
輸入していたが、これにも関税が賦課された。これを COMESA 条約違反とみなした Polytol 社は
2001 年から関税が再度撤廃された 2010 年までに徴収された関税の返還を求めて、2012 年 2 月、
モーリシャス政府を相手取り COMESA 裁判所に訴えた13。2013 年 8 月、COMESA 裁判所は①
Polytol 社は個人の COMESA 裁判所への提訴を認めた COMESA 条約第 26 条により当事者適格を






                                                   
12 しかし批准国が規定の数に達しておらず、修正議定書は未だ発効していない。 
13 これに先立ち、Polytol 社はまずは国内における救済措置を求めてモーリシャスの国内裁判所に提訴している
［COMESA Court of Justice 2013］。また、COMESA裁判所の判決後、モーリシャス政府は控訴していたが、2015
年 2 月に和解により解決した［COMESA 2015, para 132 and 383］。  
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また、WTO 協定上、二つ以上の関税同盟に同時に参加できないため、例えば EAC と SADC に
参加しているタンザニアは、SADC の経済統合が進展し関税同盟となるときに、どちらかから脱














る TFTA 構想が提唱されたのは 2005 年のことである。2008 年に正式交渉が開始され、2015 年 6
月にエジプトで開かれた第 3 回三地域経済共同体サミットにおいて TFTA 協定が採択された。
TFTA には COMESA、EAC、SADC のメンバー26 か国15が参加することになっており、実現すれ
ば人口 6 億 2,500 万人、GDP の規模では 1.3 兆ドル［Zamfir 2015, 2］という巨大市場が出現する。
ただし、TFTA 形成に伴い、組織としての COMESA、EAC、SADC が消滅するわけではない。ア
ブジャ条約では、各地域経済共同体は大陸大での経済統合に向けたステップとして位置づけられ
ており、明記はされていないが、広域の自由貿易地域―TFTA や CFTA―が形成された時点でこれ
                                                   
14 例えばテレビを南アフリカから輸入する際の EACの域外共通関税が 30%であるとすると、タンザニアは SADC-
FTAに加入しているため、SADC-FTAの関税削減義務として南アフリカからのテレビの輸入を 0%にしなければ
ならない。その結果 EAC の域外共通関税に齟齬が生じることになる（タンザニア以外の EAC メンバーの対南
アフリカのテレビの関税は 30%なのに、タンザニアは 0%）。実際、SADC-FTA がスタートしたとき、タンザニ
アは問題を解消するために複雑な手続きが必要となった。現状では、タンザニアが SADC-FTA を通じて輸入す
る場合、EACの域外共通関税の適用を免除する特別措置で対応している［IMF 2008, 59］。しかし、タンザニア
が SADC各国から EACへの迂回貿易の拠点として利用されかねず、問題が完全に解決したわけではない。 
15 2016 年に COMESAと EACに加盟した南スーダンが TFTAに参加するかについては、現時点で不明である。 
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紛争解決手段については TFTA 協定の附属書 13 が紛争解決手続きについて規定している。常設
の裁判所を持たず、事件ごとに審理する小委員会（パネル）を設置するスタイルをとっており、
基本的に WTO の紛争解決手段を踏襲している。ただし、パネル設置に対する拒否権が 1 回に限
定されている WTO と異なり、パネルの自動設置が制度的に担保されておらず、実効性が伴うの




                                                   





17 The Independent 紙（ウガンダ）, “SADC, EAC, and COMESA seek to implement Tripartite Free Trade Area,” 2016 年









と SADC の場合は、それぞれの FTA に参加していない国があり、三つの自由貿易圏の単純な合体
ではすべての TFTA 参加国をカバーできない。結局、三つの自由貿易圏はそのままとし、それに
加えて現時点で自由貿易関係にない二当事者間で個々に関税引き下げ交渉を行い、貿易自由化を

















TFTA 協定の発効には全参加メンバーの 3 分の 2、すなわち 14 か国以上の批准が必要となる
（TFTA 協定第 39 条）。現在 18 か国が署名しているが、TFTA 協定採択から 2 年が過ぎた時点で
も批准国はエジプト（2017 年 5 月批准）の 1 か国のみである19。各国の署名や批准手続きが進ん
でいないことから、COMESA、EAC、SADC は各国に対して手続きの進捗を強く促している。こ
うした動きを受け、例えば EAC 各国は 2017 年 3 月までに批准する意向を示していた。しかし宿
題として残されていた関税引き下げスケジュールや原産地規則について依然として協議中である




                                                   
19 The East African 紙, “Cape-to-Cairo free trade area closer,” 2017年 6 月 22 日付、
（http://www.theeastafrican.co.ke/business/South-Africa-to-Egypt-free-trade-area-closer-/2560-3981584-
66mroc/index.html）。 
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